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１. 14年 8月中間期の連結業績（平成 14年 3月 1日 ～ 平成 14年 8月 31日）

(1)連結経営成績    (単位:百万円未満切捨)

売上高 営業利益 経常利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 8月中間期 44,610 △ 2.8 209 - 73 -
13年 8月中間期 45,911 - 12 - △ 87 -
14年 2月期 89,922 317 152

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間 潜在株式調整後１株当

 ( 当 期 ） 純 利 益 たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

14年 8月中間期 △    75 - △  1.47 -
13年 8月中間期 △ 4,257 - △ 83.00 -
14年 2月期 △ 4,694 △ 91.50 -
(注)1. 持分法投資損益    14年 8月中間期   - 百万円   13年 8月中間期   - 百万円   14年 2月期   - 百万円

    2. 期中平均株式数(連結)   14年 8月中間期 51,277,894株   13年 8月中間期 51,300,194株   14年 2月期 51,297,679株

    3. 会計処理の方法の変更　　 無

    4. 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
    　総  資  産     株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 8月中間期 46,173 17,906 38.8 349  23
13年 8月中間期 56,396 27,169 48.2 529  61
14年 2月期 46,820 17,952 38.3 350  02
(注)期末発行済株式数(連結)    14年 8月中間期 51,273,534株   13年 8月中間期 51,300,315株  14年  2月期 51,287,964株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

  営業活動による 　投資活動による   財務活動による 現金及び現金同等物

  キャッシュ・フロー   キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円

14年 8月中間期 1,645 △   436 △ 1,497 3,180
13年 8月中間期 1,565 △ 1,045  △   551 3,287
14年 2月期 1,299 △ 1,021  △   127 3,470

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
     連結子会社数   4社  持分法適用非連結子会社数  -社  持分法適用関連会社数  -社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
     連結(新規)   -社  (除外)  -社    持分法(新規)  -社  (除外)  -社

２. 15年 2月期の連結業績予想（ 平成 14年 3月 1日  ～  平成 15年 2月 28日 ）
　     売   上   高  　 経　常　利　益 　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 87,500 380 △ 910
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） △ 17円 75銭 

      ※上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、予測を含んで記載しております。
      実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想とは異なる結果となる可能性があります。
      なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の4ページを参照してください。



企業集団の状況

当企業集団は、当社及び子会社３社で構成され、小売り及び小売り周辺事業を主な

内容とする事業活動を展開しております。

なお、子会社３社はいずれも連結子会社であります。

小売業 当社がスーパーマーケットチェーンを展開している他、株式会社東武フ

ーズがファストフード店等の運営を行っており、主に当社店舗内に出店

しております。また、株式会社東武マルシェが音楽ＣＤ等の販売を行っ

ており、当社店舗内に出店しております。

その他 株式会社東武警備サポートが、店舗、駐車場の保全管理等を行っており、

当社店舗についても行っております。

なお、その他の関係会社は、当社に一部店舗の土地・建物を賃貸している東武鉄道

株式会社であります。

事業の系統図は次のとおりであります。

消 費 者

商 商 商

品 品 品

株式会社 株式会社

東武フーズ 出店 当 社 出店 東武マルシェ

連結子会社 連結子会社

保

全 店舗の土地・建物の賃貸

管

理

等

駐車場等の保全管理等 株式会社 東武鉄道

東武警備サポート 株式会社

連結子会社 その他の関係会社

（注）１．平成14年４月１日付にて、株式会社東武警備サービス（連結子会社）の警

備業、メンテナンス業に関する営業の全部を株式会社東武警備サポートに

承継させる吸収分割を行いました。

２．平成14年４月５日付けにて、当社は、上記吸収分割後の株式会社東武警備

サービスと、存続会社を当社、消滅会社を株式会社東武警備サービスとす

る吸収分割を行い、同日付にて、株式会社東武警備サービスは解散いたし

ました。



経 営 方 針

１．経営の基本方針

当社グループは、首都圏を地盤として展開しているスーパーマーケット「東武

ストア」とその周辺業務を主な内容として事業活動を展開している子会社３社よ

り構成されております。

当社グループは、「地域社会への奉仕と貢献」を企業理念とし、「お客様第一」

のモットーのもと、「より良い品をより安く」提供することで地域のお客様のニ

ーズにお応えし、よって発展してゆくことを経営の基本方針といたしております。

２．利益配分に関する基本方針

当社は、経営基盤の強化及び将来の事業展開への備えなどを勘案しつつ、株主

の皆様に業績に応じた、かつ安定的な配当を継続することを基本的な配当政策と

考えております。

なお、中間配当につきましては、誠に遺憾ながら、その実施を見送ることとさ

せていただきました。

今後も厳しい企業環境が予測されますが、「お客様第一」の実践による販売力

の強化並びに経費の一層の削減等により、企業体質の強化に努め、株主の皆様の

ご期待に沿うべく努力してまいる所存であります。

３．中長期的なグループの経営戦略

当社グループを取り巻く環境は、国内の景気低迷、デフレの継続並びに異業種

も含めた競合の激化等が予想され、引き続き厳しいものと思われます。

当社グループは、「地域社会への奉仕と貢献」という企業理念のもと、優良な

企業基盤の確立を目指し、次の事項を重点的に推進しているところであります。

〔株式会社東武ストア〕

従来１フロアで展開しておりました生鮮・食品部門を２フロアに拡大して展開

する等の改装を本中間期に４店舗で実施するなど、従来より取り組んでいる「食

を中心としたスーパーマーケット」志向の一層の充実に注力しております。

また、「地域に密着した店づくり」の徹底を図るため、中央・東・西・南及び

北の５支社による店舗運営体制への組織変更を行い、本社から支社への大幅な権

限の委譲と人員の一部異動を行い、営業第一・現場第一主義の具現化、本社組織

のよりスリム化、そして個別店舗の活性化を図っております。

〔株式会社東武警備サポート〕

営業基盤の拡大と管理体制の強化を主軸に、新規顧客の開拓と既存契約先との

関係強化並びに労務管理能力向上を狙いとした監督者の再教育等を実施してまい

ります。

〔株式会社東武フーズ〕

販売力の強化並びにローコストオペレーションの確立により、利益を安定的に

確保できる企業体質の構築に努めてまいります。

〔株式会社東武マルシェ〕

営業力の強化、ローコストでの店舗運営の確立を図るとともに、既存事業の見

直しを進め、より安定的な企業体質の強化に努めてまいります。

４．関連当事者との関係

当社は東武鉄道株式会社の関連会社であり、当社の株式を同社が 15.9%、同社

100%出資の株式会社東武百貨店が 17.5%保有いたしております。

当社は同社との間に、一部店舗の土地、建物を賃借するなどの取引関係があり

ます。



経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

１．当上半期の概況

当上半期のわが国経済は、海外経済の回復の動きに伴い、輸出や生産の一部に

持ち直しの兆しが見られたものの、雇用・所得環境は依然として厳しく、個人消

費も低迷した状態のまま推移いたしました。

当業界におきましても、将来への不安に伴う消費マインドの冷え込みに加え、

食品の偽装表示、無認可添加物の使用、残留農薬の問題等が発生し、食品の安全

・信頼に対する不信・不安感が増大してくるなど、大変厳しい状況が続きました。

このような状況のもと、当社グループの経営成績は次のとおりであります。

（単位：百万円、％）

前中間 当中間 前 中 間 期 比
項 目

連 結 会 計 年 度 連 結 会 計 年 度 増 減 増 減 率

営 業 収 益 ４５，９１１ ４４，６１０ △１，３０１ △２．８

営 業 利 益 １２ ２０９ １９７

経 常 利 益 △８７ ７３ １６１

当期純利益 △４，２５７ △７５ ４，１８２

当上半期のセグメント別の状況

〔小売業〕

株式会社東武ストアでは、従来より取り組んでおります「食を中心としたスー

パーマーケット」志向の一層の充実を図るとともに、「地域に密着した店づくり」

の徹底のための諸施策を実施してまいりました。

まず、既存店舗の活性化策として、４店舗で生鮮・食品部門の売場拡大と取り

扱いアイテムの充実、その中でも惣菜部門の強化をポイントに、従来１フロアで

展開していた生鮮・食品部門を２フロアで展開するという店舗改装を順次実施し

てまいりました。

また、惣菜部門強化の一環として、昨年より“惣菜ショップ”への取り組みを

開始いたしましたが、その２号店「良菜元気池袋店」（東京都豊島区、売場面積

31 ) を３月13日に開設いたしました。

商品面では、健康・環境・安全に配慮した商品の品揃えの充実を図るとともに、

産地や原材料などにこだわりをもった商品、ワンランクグレードアップした商品

などの積極的な導入を図り、「親切な品揃え」の実現に努めてまいりました。

なお、お客様の立場に立った店舗運営のより具体化を図るため、３月１日付に

て、中央、東、西、南及び北の５支社による店舗運営体制への組織変更を行いま

した。

これに伴い、本社から各支社へ大幅な権限の委譲と人員の一部異動を行い、営

業第一・現場第一主義の具現化、本社組織のよりスリム化、そして個別店舗の活

性化を図ってまいりました。

なお、業績が低迷しておりました湖北店を６月30日をもって閉店いたしました。

東武ストア店舗内を中心にファストフード店などを展開している株式会社東武

フーズでは、引き続く外食業界全般にわたる低価格戦略の影響を受け売上高等が

減少いたしましたが、経費削減、ロス率の改善等の諸施策を講じ、収益構造の改

善に努めてまいりました。



東武ストア店舗内で、ＣＤ等の販売ショップを展開している株式会社東武マル

シェでは、競合激化による影響等によりＣＤ業界全般が厳しい中で、歌手のサイ

ン会を催すなどの販促策やお客様のニーズが高くなっているＤＶＤ（デジタル多

用途ディスク）の品揃えを充実するなどの営業力の強化を図ってまいりました。

〔その他〕

株式会社東武警備サポートでは、警備事業におきまして新規取引先の開拓及び

既存取引先との関係強化に努めるとともに、メンテナンス事業におきまして他社

との差別化を図るため、清掃・設備管理・新業態の業務分担を明確に括り、総合

ビル管理を目指して業務を遂行してまいりました。

キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりでありま

す。

営業活動の結果得られた資金は、16億45百万円となりました。この主な内訳は、

税金等調整前中間純損失が17百万円でありましたが、減価償却等の非資金性項目

や仕入債務の増加などによるものであります。

投資活動の結果使用した資金は、４億36百万円となりました。この主な内訳は、

有形固定資産の取得による支出等によるものであります。

財務活動の結果使用した資金は、14億97百万円となりました。この主な内訳は、

長期借入金の返済の支出等によるものであります。

以上の結果、当中間連結会計期間の現金及び現金同等物の中間期末残高は、前

連結会計年度末に比べ２億89百万円減少し、31億80百万円となりました。

２．今後の見通し

当下半期につきましては、国内・海外経済とも先行き不透明な部分が多く、し

たがいまして景気回復は当面期待できる状況ではなく、当社グループを取り巻く

経営環境は引き続き厳しい状況が続くものと予測されます。

当社グループにおきましては、地域に密着した売場づくりを一層徹底するとと

もに、惣菜部門を中心とした生鮮・食品部門の強化策に継続して取り組み、お客

様の絶対的な支持、信頼をいただけるよう全員で取り組んでまいります。

あわせて、業務のシステム化、効率化によるローコストオペレーションの徹底

などにも引き続き取り組んでまいります。

これらにより、企業基盤の強化に努め、早期に業績の回復を図ってまいる所存

であります。

なお、当社グループの連結会計年度の業績につきましては、営業収益 875億円、

経常利益３億80百万円、当期純損失９億10百万円を見込んでおります。



中 間 連 結 貸 借 対 照 表

期 別 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度の
要 約 連 結 対 照 表

（平成13年８月31日現在） （平成14年８月31日現在） （平成14年２月28日現在）

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 資 産 の 部 ） 百万円 百万円 百万円

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 ３，４１０ ３，２２４ ３，５２３

売 掛 金 ３８３ ４０４ ３６６

有 価 証 券 ５ ５

た な 卸 資 産 ３，２０６ ３，２００ ３，２７０

繰 延 税 金 資 産 ２４ ２ ３

そ の 他 １，４３８ １，３８２ １，５７０

流 動 資 産 合 計 ８，４６２ 15.0 ８，２１９ 17.8 ８，７３９ 18.7

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物 １４，５４４ １３，９８１ １４，１７０

機械装置及び運搬具 ２３ ２５

器 具 備 品 ６６７ ６８２ ６２５

土 地 １３，９９６ ５，２１８ ５，２１８

有形固定資産合計 ２９，２０８ 51.8 １９，９０５ 43.1 ２０，０３９ 42.8

無 形 固 定 資 産

借 地 権 ４，４４４ ４，４４４ ４，４４４

ソ フ ト ウ ェ ア ５３ ４６ ５４

そ の 他 ５４ ５４ ５４

無形固定資産合計 ４，５５３ 8.1 ４，５４５ 9.8 ４，５５４ 9.7

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券 １，２０９ ６９７ ６４４

差 入 保 証 金 ８，８３５ ８，６９３ ８，６８４

差 入 敷 金 ３，８４６ ３，８４９ ３，８４９

繰 延 税 金 資 産 ２ ４

そ の 他 ２７８ ２６２ ３０３

投資その他の資産合計 １４，１７２ 25.1 １３，５０３ 29.3 １３，４８６ 28.8

固 定 資 産 合 計 ４７，９３４ 85.0 ３７，９５４ 82.2 ３８，０８０ 81.3

資 産 合 計 ５６，３９６ 100.0 ４６，１７３ 100.0 ４６，８２０ 100.0



期 別 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度の

要 約 連 結 対 照 表

（平成13年８月31日現在） （平成14年８月31日現在） （平成14年２月28日現在）

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

流 動 負 債

買 掛 金 ３，７３４ ３，７０８ ３，１２９

短 期 借 入 金 ７，５５１ ７，５５０ ７，５５０

一 年 以 内 に 返 済 す る

長 期 借 入 金 １，０３７ ２，３１２ ２，３２１

未 払 法 人 税 等 ８７ ４９ １０５

未 払 消 費 税 １３８ １３７ １７３

賞 与 引 当 金 １３０ １７１ １１７

そ の 他 １，５８６ １，４９１ １，２５２

流 動 負 債 合 計 １４，２６６ 25.3 １５，４２０ 33.4 １４，６５１ 31.3

固 定 負 債

長 期 借 入 金 １１，１８２ ８，８４１ １０，３２６

退 職 給 付 引 当 金 ３，５１８ ３，７４６ ３，６５０

繰 延 税 金 負 債 ２２

そ の 他 ２６０ ２３６ ２３８

固 定 負 債 合 計 １４，９６０ 26.5 １２，８４６ 27.8 １４，２１５ 30.4

負 債 合 計 ２９，２２７ 51.8 ２８，２６７ 61.2 ２８，８６７ 61.7

（ 少 数 株 主 持 分 ）

少 数 株 主 持 分



期 別 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度の

要 約 連 結 対 照 表

（平成13年８月31日現在） （平成14年８月31日現在） （平成14年２月28日現在）

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 １２，１４５ 21.5 １２，１４５ 25.9

資 本 準 備 金 １６，８１２ 29.8 １６，８１２ 35.9

再 評 価 差 額 金 △ ８，７７８ △18.7

連結剰余金（△欠損金） △ １，７８７ △ 3.1 △ ２，２２３ △ 4.8

自 己 株 式 △ ０ △ 0.0 △ ２ △ 0.0

資 本 合 計 ２７，１６９ 48.2 １７，９５２ 38.3

資 本 金 １２，１４５ 26.3

資 本 剰 余 金 １４，５９８ 31.6

利 益 剰 余 金 △ ８６ △ 0.2

土 地 再 評 価 差 額 金 △ ８，７７８ △19.0

その他有価証券評価差額金 ３１ 0.1

自 己 株 式 △ ５ △ 0.0

資 本 合 計 １７，９０６ 38.8

負債、少数株主持分 ５６，３９６ 100.0 ４６，１７３ 100.0 ４６，８２０ 100.0

及 び 資 本 合 計



中 間 連 結 損 益 計 算 書

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度の
期 別 要約連結損益計算書

自 平成13年３月１日 自 平成14年３月１日 自 平成13年３月１日
至 平成13年８月31日 至 平成14年８月31日 至 平成14年２月28日

科 目
金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

百万円 百万円 百万円
売 上 高 ４５，９１１ 100.0 ４４，６１０ 100.0 ８９，９２２ 100.0
売 上 原 価 ３４，４５３ 75.0 ３３，７３０ 75.6 ６８，４６０ 76.1

売 上 総 利 益 １１，４５８ 25.0 １０，８７９ 24.4 ２１，４６１ 23.9

販売費及び一般管理費 １１，４４５ 25.0 １０，６７０ 23.9 ２１，１４３ 23.5

営 業 利 益 １２ 0.0 ２０９ 0.5 ３１７ 0.4

営 業 外 収 益 １３６ 0.3 １１７ 0.3 ３００ 0.3
営 業 外 費 用 ２３５ 0.5 ２５２ 0.6 ４６６ 0.5

経常利益（△経常損失） △ ８７ △ 0.2 ７３ 0.2 １５２ 0.2

特 別 利 益 ３７ 0.1 ６５ 0.1
特 別 損 失 ４，１３３ 9.0 ９１ 0.2 ４，７９４ 5.4

税金等調整前中間（当期）純損失 ４，１８３ △ 9.1 １７ △ 0.0 ４，５７６ △ 5.1

法人税、住民税及び事業税 ８８ 0.2 ５１ 0.1 １１１ 0.1
法 人 税 等 調 整 額 △ １３ △ 0.0 ５ △ 0.0 ５ 0.0

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 ４，２５７ △ 9.3 ７５ △ 0.1 ４，６９４ △ 5.2



中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度の
期 別 要約連結剰余金計算書

自 平成13年３月１日 自 平成14年３月１日 自 平成13年３月１日
至 平成13年８月31日 至 平成14年８月31日 至 平成14年２月28日

科 目
金 額 金 額 金 額

百万円 百万円 百万円
連結剰余金（△欠損金）期首残高 ２，４７０ ２，４７０

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 ４，２５７ ４，６９４

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 △ １，７８７ △ ２，２２３
（△欠損金中間期末残高）

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 １６，８１２

資 本 剰 余 金 減 少 高 ２，２１３
欠 損 填 補 に 伴 う 取 崩 額 ２，２１３

資本剰余金中間（期末）残高 １４，５９８

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 △ ２，２２３

利 益 剰 余 金 増 加 高 ２，２１３
資 本 準 備 金 取 崩 額 ２，２１３

利 益 剰 余 金 減 少 高 ７５
中 間 純 損 失 ７５

利益剰余金中間（期末）残高 △ ８６



中間連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

前連結会計年度の要約
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

期 別 ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 計算書
自 平成13年３月１日 自 平成14年３月１日 自 平成13年３月１日

科 目 至 平成13年８月31日 至 平成14年８月31日 至 平成14年２月28日
金 額 金 額 金 額

．営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間（当期）純損失 △ ４，１８３ △ １７ △ ４，５７６
減 価 償 却 費 ６４４ ６５４ １，３０４
投資その他の資産の償却額 ９ ６ １８
賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ ２８ ５３ △ ４０
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 ３，５１８ ９６ ３，６５０
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ １６ △ １０ △ ５１
支 払 利 息 ２０２ １９９ ３９８
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ６３４ ０ １，１９５
投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 △ ３７ △ ３７
有形固定資産除却損及び廃棄損 ４４ ２１ １３０
売 上 債 権 の 増 減 額 ８ △ ３８ ２５
た な 卸 資 産 の 減 少 額 １８６ ６９ １２２
仕 入 債 務 の 増 減 額 ５２６ ５７８ △ ７８
未 払 消 費 税 の 減 少 額 △ １５２ △ ３５ △ １１６
未 収 入 金 の 減 少 額 １９８ １０６ ８５
未 払 金 の 増 加 額 １３６ ６４ ３
未 払 費 用 の 増 減 額 １０７ １０４ △ ２８
そ の 他 ４１ ９６ １３３

小 計 １，８４１ １，９４９ １，７５０
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 １７ １０ ５１
利 息 の 支 払 額 △ １８８ △ ２０７ △ ３９１
法 人 税 等 の 支 払 額 △ １０４ △ １０８ △ １１０

営業活動によるキャッシュ・フロー １，５６５ １，６４５ １，２９９
．投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ ３１ △ １０
定期預金の払戻による収入 １２ ４１ ９２
有価証券の売却による収入 ２５ ２５
投資有価証券の取得による支出 △ ４ △ ４
投資有価証券の売却による収入 ４２ ４２
有形固定資産の取得による支出 △ ９７２ △ ４９３ △ １，２３９
有形固定資産の売却による収入 ５ ５
無形固定資産の取得による支出 △ ３ △ ２ △ １５
差入保証金・敷金の差入による支出 △ ２８５ △ ５３ △ １，０６２
差入保証金・敷金の回収による収入 １３４ ８７ １，１４４
その他の投資活動による収入 １４ １

投資活動によるキャッシュ・フロー △ １，０４５ △ ４３６ △ １，０２１
．財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 に よ る 収 入 ５００ ５００
短期借入金の返済による支出 △ ５１２ △ ５１３
長 期 借 入 に よ る 収 入 ２００ １，２００
長期借入金の返済による支出 △ ７３９ △ １，４９４ △ １，３１１
自 己 株 式 売 却 に よ る 収 入 ４ ４
自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 △ ４ △ ２ △ ６

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ５５１ △ １，４９７ △ １２７
．現金及び現金同等物に係る換算差額 ０ ０ ０
．現金及び現金同等物の増減額 △ ３１ △ ２８９ １５１
．現金及び現金同等物期首残高 ３，３１８ ３，４７０ ３，３１８
．現金及び現金同等物中間期末（期末）残高 ３，２８７ ３，１８０ ３，４７０



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

全子会社（４社）を連結範囲に含めております。
当該子会社４社は、（株）東武マルシェ、（株）東武フーズ、（株）東武警備サービス、（株）東武

警備サポートであります。

なお、当社は（株）東武警備サービス（12月決算会社）を平成14年４月５日付で吸収合併致しました。

２．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社の中間決算日は、全社６月30日であります。

中間連結財務諸表の作成に当たっては、同中間決算日現在の財務諸表を使用しております。

ただし、平成14年７月１日から中間連結決算日である平成14年８月31日までに発生した重要な取引に
ついては、連結上必要な調整を行っております。

３．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産 商 品 主に売価還元法による原価法

貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法

有 価 証 券 満期保有目的債券 償却原価法（定額法）

そ の 他 有 価 証 券

時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

デリバティブ 時 価 法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 定額法

ただし、連結子会社は定率法（平成10年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備は除く）は定額法）

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物 ８～39年 機械装置及び運搬具 ５～14年

器 具 備 品 ３～15年
無形固定資産 定額法

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。

少額減価償却資産 ３年均等償却

投資その他の資産（その他） 均 等 償 却

（３）重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 売掛金等債権の貸倒れによる損失に備え、回収不能見込額を計上しておりま

す。一般債権については、貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生
債権については、財務内容評価法によっております。

賞 与 引 当 金 従業員賞与の支給に備え、支給見込額のうち当中間連結会計期間負担額を計

上してしております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備え、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき当中間連結会計期間末において発生していると認めら

れる額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異(3,385百万円）については、前中間連結会計期間

において特別損失として一括処理しております。

また、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定額法により翌連結会計年度より費用処
理しております。

（４）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。



（５）重要なヘッジ会計の方法

当社は、将来の支払利息に係る金利変動リスクをヘッジすることを目的に金利スワップ取引を行っ

ております。ヘッジ会計の適用対象となる金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たす

ものにつき、特例処理を採用しております。

（６）消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式によっております。

４．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

追 加 情 報

１．金融商品会計

当中間連結会計期間からその他有価証券のうち時価のあるものの評価の方法について、金融商品

に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成11年

１月22日))を適用しております。

この結果、その他有価証券評価差額金31百万円及び繰延税金負債22百万円が計上されております。

２，自己株式及び法定準備金取崩等会計

当中間連結会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」( 企業会計基準

第 1号) を適用しております。これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響はありません。
なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の

資本の部及び中間連結剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成してお

ります。

３，賞与引当金

従来、従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額を「賞与引当金」と表示しており

ましたが、リサーチ・センター審理情報［NO.15 ］「未払従業員賞与の財務諸表における表示科目

について」（平成13年２月14日 日本公認会計士協会）が公表されたことにより当該事業年度より、
一部の「賞与引当金」について「その他」として表示することに変更いたしました。

なお、当中間連結会計年度に係る金額は、11百万円であります。

注 記 事 項

（中間連結貸借対照表関係） 前中間連結 当中間連結 前連結会計

会計期間末 会計期間末 年 度 末

１．有形固定資産の減価償却累計額 17,840百万円 18,759百万円 18,348百万円

２．担保提供資産及び担保付債務

担保に供している資産

投 資 有 価 証 券 10百万円 10百万円 10百万円
一年以内に償還される差入保証金 800百万円 740百万円 785百万円

差 入 保 証 金 8,482百万円 8,093百万円 8,592百万円

計 9,293百万円 8,844百万円 9,388百万円

対応する債務

一年以内に返済する長期借入金 752百万円 1,302百万円 1,302百万円

長 期 借 入 金 8,542百万円 7,211百万円 8,566百万円

計 9,294百万円 8,513百万円 9,868百万円



（中間連結損益計算書関係）

前中間連結 当中間連結 前連結会計

会計 期間 会計 期間 年 度

１．販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額

広 告 宣 伝 費 447百万円 393百万円 801百万円

給 料 手 当 3,536百万円 3,283百万円 6,418百万円

退 職 給 付 費 用 275百万円 260百万円 587百万円
賞与引当金繰入額 130百万円 178百万円 112百万円

光 熱 水 道 費 817百万円 724百万円 1,663百万円

不 動 産 賃 借 料 2,704百万円 2,723百万円 5,428百万円

減 価 償 却 費 644百万円 652百万円 1,304百万円

２．営業外収益の主な内訳

受 取 手 数 料 46百万円 47百万円 92百万円

受 取 利 息 12百万円 5百万円 47百万円

３．営業外費用の主な内訳

支 払 利 息 202百万円 199百万円 398百万円

４．特別利益の主な内訳
投資有価証券売却益 37百万円 百万円 37百万円

店 舗 解 約 補 填 金 百万円 百万円 28百万円

５．特別損失の主な内訳
固 定 資 産 除 却 損 78百万円 78百万円 163百万円

投資有価証券評価損 634百万円 0百万円 1,195百万円

退職給付会計基準変更時差異 3,385百万円 百万円 3,385百万円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と
中間（期末）連結貸借対照表に掲載されている

科目の金額との関係 前中間連結 当中間連結 前連結会計

会計期間末 会計期間末 年 度 末

現 金 及 び 預 金 3,410百万円 3,224百万円 3,523百万円

有 価 証 券 百万円 百万円 5百万円
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 123百万円 △ 43百万円 △ 53百万円

株式及び償還期間が３ヶ月を超える債券 百万円 百万円 △ 5百万円

現 金 及 び 現 金 同 等 物 3,287百万円 3,180百万円 3,470百万円



（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

当企業集団は、加工食品・生鮮食品などの食品を中心に衣料品、生活用品等の各種小売を主要な事業と

いたしております。
この小売業に係るセグメントの売上高、営業利益及び資産額が全セグメントの売上高合計、営業利益合

計、資産額合計の90％超のため、事業の種類別セグメント情報の掲載を省略しております。

２．所在地別セグメント情報
本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社はありませんので、該当事項はありません。

３．海外売上高

海外売上高はありませんので、該当事項はありません。

（リース取引関係）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

取得価額 減価償却累 中間期末 取得価額 減価償却累 中間期末 取得価額 減価償却累 期 末

相 当 額 計額相当額 残高相当額 相 当 額 計額相当額 残高相当額 相 当 額 計額相当額 残高相当額

有形固定資産 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
器 具 備 品 1,804 986 817 1,780 1,021 759 2,113 1,208 905

無形固定資産

ソフトウェア 432 356 75 394 272 121 715 546 168

合 計 2,237 1,343 893 2,175 1,293 881 2,829 1,755 1,073

※取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高相当額が有形固定資産の中間期末（期末）残高等に

占める割合が低い為、支払利子込み法により算定しております。

（２）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

（前中間連結会計期間） （当中間連結会計期間） （前連結会計年度）

一 年 以 内 340百万円 417百万円 438百万円

一 年 超 552 463 635
合 計 893 881 1,073

（３）支払リース料及び減価償却費相当額

（前中間連結会計期間） （当中間連結会計期間） （前連結会計年度）
支 払 リ ー ス 料 208百万円 231百万円 473百万円

減価償却費相当額 208 231 473

（４）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

（前中間連結会計期間） （当中間連結会計期間） （前連結会計年度）
一 年 以 内 2百万円 3百万円 2百万円

一 年 超 1 3 1

合 計 4 7 4



（有価証券関係）

（前中間連結会計期間末）（平成13年８月31日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

（単位：百万円）

種 類 中間連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

国債・地方債等 ３２ ３５ ２

２．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）

種 類 中間連結貸借対照表計上額

非上場株式（店頭売買株式を除く） ５

（当中間連結会計期間） （平成14年８月31日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

（単位：百万円）

種 類 中間連結貸借 時 価 差 額

対照表計上額

（時価が中間連結貸借対照表計上額を超えるもの）

国債・地方債等 ３２ ３４ １

２．その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

種 類 取得価額 中間連結貸借 差 額

対照表計上額

株 式 ６１１ ６６５ ５３

３．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）

種 類 中間連結貸借対照表計上額

非上場株式（店頭売買株式を除く） ５



（前連結会計年度）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成14年２月28日現在）

（単位：百万円）

種 類 連結貸借対 時 価 差 額

照表計上額

（時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの）

国債・地方債等 ３２ ３４ １

２．その他有価証券で時価のあるもの

平成12年大蔵省令第９号附則第３項に基づき記載を省略しております。

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成13年３月１日～平成14年２月28日）

（単位：百万円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

４２ ３７

４．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成14年２月28日現在）

（単位：百万円）

種 類 連結貸借対照表計上額

非上場株式（店頭売買株式を除く） ５

５．満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成14年２月28日現在）

（単位：百万円）

種 類 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 1 0 年 超

国債・地方債等 ５ ２７



（前中間連結会計期間末）（平成13年８月31日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況

金利関連 （単位：百万円）

契 約 額 等

区 分 種 類 時 価 評価損益

うち１年超

市場取引 金利スワップ取引

以外の取引 受取変動・支払固定 ２００ ２００ △ ５ △ ５

合 計 ２００ ２００ △ ５ △ ５

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

金利スワップ取引の時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。

（当中間連結会計期間末）（平成14年８月31日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況

金利関連 （単位：百万円）

契 約 額 等

区 分 種 類 時 価 評価損益

うち１年超

市場取引 金利スワップ取引

以外の取引 受取変動・支払固定 ２００ △ ２ △ ２

合 計 ２００ △ ２ △ ２

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

金利スワップ取引の時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。

（前連結会計年度）（平成14年２月28日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況

金利関連 （単位：百万円）

契 約 額 等

区 分 種 類 時 価 評価損益

うち１年超

市場取引 金利スワップ取引

以外の取引 受取変動・支払固定 ２００ ２００ △ ３ △ ３

合 計 ２００ ２００ △ ３ △ ３

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

金利スワップ取引の時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。



販 売 の 状 況
（単位：百万円）

期 別 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

区 分 金 額 月平均 構成比 金 額 月平均 構成比 金 額 月平均 構成比

％ ％ ％

加 工 食 品 14,439 2,406 31.4 14,644 2,440 32.8 28,597 2,383 31.8

生 鮮 食 品 14,496 2,416 31.6 14,656 2,442 32.9 28,602 2,383 31.8

衣 料 品 3,902 650 8.5 3,521 586 7.9 7,463 621 8.3

生 活 用 品 2,796 466 6.1 2,562 427 5.7 5,583 465 6.2

商 事 583 97 1.3 445 74 1.0 1,055 87 1.2

専 門 店 8,982 1,497 19.6 7,861 1,310 17.6 17,011 1,417 18.9

管理収入等 710 118 1.5 917 152 2.1 1,609 134 1.8

売 上 高 計 45,911 7,651 100.0 44,610 7,435 100.0 89,922 7,493 100.0


